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改訂概要

公共工事の積算にあたっては，標準的な工事価

格が算定できるよう実態調査を行い，「土木請負

工事工事費積算基準」などの積算基準を整備して

います。

間接工事費等諸経費率について，平成１２年度竣

工工事の実態調査結果を用いて分析した結果，従

来の経費率の下では実体上必要とする現場管理費

が不足する３工種について，現場管理費率を改正

するとともに，新規工種として，情報ボックス工

事について共通仮設費率および現場管理費率の新

規制定を行いました。

適用開始時期

平成１４年４月１日から適用を開始しています。

諸経費調査の概要

� 調査目的

国土交通省では，農林水産省とも連携し，現場

管理費等の諸経費の動向を見るため，毎年，竣工

した工事について諸経費の内訳を調べる実態調査

を行っています。

� 調査方法

� 調査対象工事

平成１２年度および平成１１年度に竣工した直轄工

事について，工種ごと，価格帯ごとに抽出してい

ます。

� 調査の実施方法

抽出工事について，請負業者に対し調査票およ

び各種内訳書への記入を依頼し，工事完了後それ

らを回収し，その内容を確認の上，解析対象デー

タとします。

� 調査結果の解析

調査データ全体を用いて傾向を分析したとこ

ろ，積算上の諸経費に比べて実態上必要とする現

場管理費が不足する状態となっていることが明ら

かになりました。

現場管理の充実を必要とする以下のような施策

が講じられ定着しています。

・環境に関する要請の高まりを踏まえた環境対策

の取り組み強化

・建設副産物の減量化・リサイクル促進のための

取り組み強化

・施工者における安全管理のための体制整備，安

全教育，巡視等の強化

・工事現場のイメージアップなどの取り組み強化

・建設業法に基づく施工体制台帳の作成の義務付

けなど適切な施工体制の確保徹底

� 工種別経費率

現場管理費は，純工事費に対する比率で決定し
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ており，実態を反映する経費率に改正するもので

す。

平成１２年度現場管理費率の改正を行わなかった

１０工種のうち，データ数が確保され，平成１１年度

の傾向との類似性が確保されるなどの要件を満た

し，現場管理費が不足する３工種について，現場

管理費率を改正することとしました。

また，新規工種として，実態調査に基づき，情

報ボックス工事について共通仮設費率および現場

管理費率の新規制定を行いました（別紙１）。

○現場管理費とは

現場管理費は，工事施工において，品質管理，

工程管理，原価管理，労務管理，安全管理などい

わゆる工事監理を実施するために必要な経費。

具体的には，工事現場で工事監理を行う従業員

の給料手当，現場労働者の交通費，安全訓練費

等，現場従業員の法定福利費，下請の一般管理費

等。

参考資料 公共土木工事費の積算体系

請
負
工
事
費

工事価格

消費税等相当額

工事原価

一般管理費等

共通仮設費

現場管理費

【歩掛×単価】

工事目的物の施工に直接必要な経費

施工に共通的に必要な経費
例：機械等の運搬費，現場事務所等の営繕費，工事現場の安全対策に要する安全費等

工事を監理するために必要な費用
例：現場に常駐する社員の給与，労務者の交通費，安全訓練費，労災保険等の法定福
利費，外注経費（一般管理費等）

会社の本支店での必要経費，試験研究費，公共事業としての適正利益

歩 掛：施工単位ごとに必要な労力，資材，機材の数量を工事実態
調査により標準的な値を決定

労務単価：賃金台帳を基に実態調査で決定
労務賃金＝基本日額＋割増賃金

資材単価：市場の取引価格
物価調査機関による調査価格

機械経費：工事実績に基づき標準的な価格を決定
機械損料またはリース価格

【直接工事費×経費率】＋【積み上げによる計上】
（工事実態調査により率を決定）（各工事現場ごとの施工条件に応じて算定）

【（直接工事費＋共通仮設費）×経費率】（実態調査により率を決定）

【工事原価×経費率】（実態調査（財務諸表）により率を決定）

間接工事費

直接工事費

現場管理費率

工種区分
７００万円
以下

７００万円を超え
１０億円以下 １０億円を

超えるもの
A b

海 岸 工 事 ２０．４３ ８９．９ －０．０９４０ １２．８２
舗 装 工 事 ２０．８７ ５０．２ －０．０５５７ １５．８３
電 線 共 同 溝 ２７．８７ ５８．１ －０．０４６６ ２２．１２
情報ボックス工事※ ３０．４７ １３２．４ －０．０９３２ １９．１９

算定式 J０＝A・Npb ただし J０ ：現場管理費率（％）
Np ：純工事費（円）
A，b：変数値

共通仮設費率

工種区分
６００万円
以下

６００万円を超え
１０億円以下 １０億円を

超えるもの
A b

情報ボックス工事※ ２１．４１ １，５７７．６ －０．２７５５ ５．２３

算定式 Kr =A・Pb ただし Kr ：共通仮設費率（％）
P ：対象額（円）
A，b：変数値

※情報ボックス工事は新規設定

現場管理費率

工種区分
７００万円
以下

７００万円を超え
１０億円以下 １０億円を

超えるもの
A b

海 岸 工 事 １８．１７ ４９．６ －０．０６３７ １３．２５
舗 装 工 事 ２２．３７ １２１．２ －０．１０７２ １３．１４
電 線 共 同 溝 ２３．９７ ４０．７ －０．０３３６ ２０．２９

別紙１ 今回の間接費率の改定工種・改定内容（新旧比較）
新 旧
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４ 諸経費改定に関する方針

諸経費率式の改定にあたっては，単年度の調査

結果だけによらず，複数年連続して同傾向が得ら

れれば，年度標本によるばらつきではなく，対象

工種の傾向であると判断することができ，改定す

る必要があると考えています。ただし，必然的に

率式を変更しなければならない事由（率分対象項

目の変更等）が発生した年度においてはこの限り

ではありません。

このように，共通仮設費率や現場管理費率等の

諸経費率は各工事で要した実費用を基に算出して

いますので，諸経費動向調査への協力を今後とも

よろしくお願いします。

工種別共通仮設費率標準値
第１表

対象額 ６００万円以下 ６００万円を超え１０億円以下 １０億円を超えるもの

適用区分

工種区分
下記の率とする

算定式より算出された率とする。ただし，変数値は下記による。
下記の率とする

A b

河 川 工 事 ２１．０４ ３，０５２．０ －０．３１８９ ４．１２

河川・道路構造物工事 ２０．１５ ８４３．９ －０．２３９３ ５．９２

海 岸 工 事 １３．６３ １５５．８ －０．１５６１ ６．１３

道 路 改 良 工 事 ２０．８８ １，１５６．５ －０．２５７２ ５．６０

鋼 橋 架 設 工 事 ２１．６４ ４２４．４ －０．１９０７ ８．１６

P ・ C 橋 工 事 ２５．４７ １，１３７．１ －０．２４３４ ７．３３

舗 装 工 事 ２１．７７ ６６０．１ －０．２１８６ ７．１２

砂防・地すべり等工事 ２１．００ ２，５８２．４ －０．３０８３ ４．３４

公 園 工 事 ２０．３１ １，２７８．０ －０．２６５４ ５．２２

電 線 共 同 溝 工 事 ２３．９７ ４，２８５．９ －０．３３２３ ４．３８

情報ボックス 工 事 ２１．４１ １，５７７．６ －０．２７５５ ５．２３

第３表

対象額 １，０００万円以下 １，０００万円を超え２０億円以下 ２０億円を超えるもの

適用区分

工種区分
下記の率とする

算定式より算出された率とする。ただし，変数値は下記による。
下記の率とする

A b

共 同 溝 等 工 事
� １７．０７ １３７．４ －０．１２９４ ８．６０
� ２４．４５ ３３５．０ －０．１６２４ １０．３４

ト ン ネ ル 工 事 １８．３８ ４３９．９ －０．１９７０ ６．４７

� １５．６５ ２２１．１ －０．１６４３ ６．５５
下 水 道 工 事 � ２６．２５ ５５５．０ －０．１８９３ ９．６３

� １２．７２ １５７．７ －０．１５６２ ５．５６

第２表

対象額 ６００万円以下 ６００万円を超え１億円以下 １億円を超えるもの

適用区分

工種区分
下記の率とする

算定式より算出された率とする。ただし，変数値は下記による。
下記の率とする

A b

道 路 維 持 工 事 ２１．２１ １，３５１．９ －０．２６６２ １０．０３

河 川 維 持 工 事 ２２．７０ ３，２５７．４ －０．３１８２ ９．２７

第４表

対象額 ３億円以下 ３億円を超え５０億円以下 ５０億円を超えるもの

適用区分

工種区分
下記の率とする

算定式より算出された率とする。ただし，変数値は下記による。
下記の率とする

A b

コ ンクリート ダ ム １２．２５ １０４．９ －０．１１００ ８．９９

フ ィ ル ダ ム １３．７７ ３０６．８ －０．１５９０ ８．８０

算定式 Kr =A・Pb ただし Kr ：共通仮設費率（％）
P ：対象額（円）
A，b：変数値

（注） Krの値は，小数点以下第３位を四捨五入して２位止めとする。
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工種別現場管理費率標準値
第１表

純工事費 ７００万円以下 ７００万円を超え１０億円以下 １０億円を超えるもの

適用区分

工種区分
下記の率とする

算定式より算出された率とする。ただし，変数値は下記による。
下記の率とする

A b

河 川 工 事 ２４．００ ７９．０ －０．０７５６ １６．４９

河川・道路構造物工事 ２５．１７ ６１．９ －０．０５７１ １８．９６

海 岸 工 事 ２０．４３ ８９．９ －０．０９４０ １２．８２

道 路 改 良 工 事 ２５．２５ ７０．９ －０．０６５５ １８．２５

鋼 橋 架 設 工 事 ２６．１３ １１３．７ －０．０９３３ １６．４５

P ・ C 橋 工 事 １７．４１ ２４．９ －０．０２２７ １５．５６

舗 装 工 事 ２０．８７ ５０．２ －０．０５５７ １５．８３

砂防・地すべり等工事 ２６．７４ １３４．３ －０．１０２４ １６．０９

公 園 工 事 ２５．０３ ８１．０ －０．０７４５ １７．３０

電 線 共 同 溝 工 事 ２７．８７ ５８．１ －０．０４６６ ２２．１２

情報ボックス 工 事 ３０．４７ １３２．４ －０．０９３２ １９．１９

（注） 基礎地盤から堤頂までの高さが２０m以上の砂防堰堤は，砂防・地すべり等工事に２％加算する。

第３表

純工事費 １，０００万円以下 １，０００万円を超え２０億円以下 ２０億円を超えるもの

適用区分

工種区分
下記の率とする

算定式より算出された率とする。ただし，変数値は下記による。
下記の率とする

A b

共 同 溝 等 工 事
� ２５．６７ ４６．３ －０．０３６６ ２１．１４
� ２９．３６ １３８．４ －０．０９６２ １７．６４

ト ン ネ ル 工 事 ２５．８４ ４４．７ －０．０３４０ ２１．５８

� ３４．２１ ２６６．２ －０．１２７３ １７．４３
下 水 道 工 事 � ２８．６２ １６２．４ －０．１０７７ １６．１８

� ２７．５３ ７３．６ －０．０６１０ １９．９３

第２表

純工事費 ７００万円以下 ７００万円を超え１億円以下 １億円を超えるもの

適用区分

工種区分
下記の率とする

算定式より算出された率とする。ただし，変数値は下記による。
下記の率とする

A b

道 路 維 持 工 事 ２７．１４ ６９．１ －０．０５９３ ２３．１８

河 川 維 持 工 事 ２２．５３ １２９．２ －０．１１０８ １６．７８

第４表

純工事費 ３億円以下 ３億円を超え５０億円以下 ５０億円を超えるもの

適用区分

工種区分
下記の率とする

算定式より算出された率とする。ただし，変数値は下記による。
下記の率とする

A b

コ ンクリート ダ ム ２１．１８ ２２３．９ －０．１２０８ １５．０８

フ ィ ル ダ ム １６．７１ ８４．１ －０．０８２８ １３．２３

算定式 J０＝A・Npb ただし J０ ：現場管理費率（％）
Np ：純工事費（円）
A，b：変数値

（注） J０の値は，小数点以下第３位を四捨五入して２位止めとする。
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